
○「新しい働き方」に対応した良質なテレワークの導入・定着

○同一労働同一賃金など公正な待遇確保、賃金引上げに向けた生産性向上

○総合的なハラスメント対策

○高齢者・障害者の就労促進、外国人の支援

○就職氷河期世代支援

○女性活躍・男性の育児休業の取得推進

○雇用調整助成金による支援
○業種・地域・職種を超えた再就職支援
○非正規労働者・新規学卒所の就職支援

Ⅰ　誰もが働きやすい職場づくり

Ⅱ　多様な人材の活躍促進

Ⅲ　雇用維持・失業予防・再就職支援

図表　令和3年度の労働関係予算の重点事項
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